














博士論文審査及び試験の結果の要旨 

学位申請者

 放送大学大学院 文化科学研究科 文化科学専攻

人間科学プログラム

 氏名  村田 直樹           

論文題目 

 「英国における高等教育質保証制度に関する研究」

審査委員氏名 

・主査（放送大学教授 博士（学術））   岩永 雅也 

・副査（放送大学教授 教育学博士）    小川 正人 

・副査（放送大学教授 Ph.D.）        山岡 龍一 

・副査（桜美林大学教授  教育学修士）  館 昭 

論文審査及び試験の結果 

 村田直樹氏の博士学位請求論文は、英国（イングランド）における高等教育の

質保証システムの理念およびその制度化の経緯と実態について、詳細に議論を

展開したものである。とりわけ、教員団体、学生団体を含む多様な当事者に対す

る質的調査の分析結果を踏まえた現状とその問題点に関する記述は、本論文の

中枢ともいえる議論であり、筆者のオリジナリティを示すものとして高く評価

することができる。（論文要旨は別紙のとおり）

 本論文の基礎となった原著論文、本論文中の原語文献の的確な引用および口

頭試問により、語学等の能力も十分に高いものと評価した。

 以上の結果、村田直樹氏への本学大学院博士学位の授与を審査委員全員一致

で決するものである。



＜別紙＞

 村田氏の研究は、1960 年代以降の英国における高等教育質保証制度の展開過

程を「同僚原理」と「市場原理」の２つの原理との関係において分析し、その成

果と課題を明らかにすることを目的としている。「同僚原理」は、「高等教育の質

は教員の真摯な教育研究への取り組みによって維持・向上される」との基本認識

に立ち、学問的に共有された価値に基づいて機関の取り組みを自ら評価するこ

とで教育・学習の改善、優れた取り組みの普及、学生の変容が可能となるとする

考え方である。一方、「市場原理」は、「高等教育の質は機関間の競争によって確

保される」との基本認識に立ち、分野別に第三者が評価することで説明責任や学

生・雇用者の保護等が可能になるとする考え方である。

序章においては、高等教育研究において英国高等教育質保証制度を取り上げ

ることの意義、「質」や「水準」の概念を含めて英国高等教育質保証制度の変遷

をめぐる先行研究の成果を整理した上で、研究の枠組みが提示されている。

第１章においては、英国における高等教育質保証の議論の背景について、(1)
多様化を伴う高等教育の量的拡大と高等教育制度の一元化が「学位・教育の水準」

とその「機関横断的な同等性」に対する懸念を惹起させるとともに、教育内容・

形態の多様化によって学問的文化が拡散し、学問分野を基盤とする同僚原理が

弱体化することになったこと、(2)高等教育に対する公財政支出の拡大が「金銭

的価値」について納税者への説明責任を求め、市場原理が持ち込まれるようにな

ったこと、(3)費用分担が政府から学生へと移行することによって「学位等の市

場的な価値」や「学生満足」「雇用者満足」といった市場原理が強調されるよう

になったこと、(4)国際的な人材獲得競争において「英国高等教育の評判」の重

要性が強く認識されるようになったこと、(5)研究評価に基づく資金配分によっ

て教育の地位が低下し、教育と研究の分業が進み、同僚原理の弱体化につながっ

たこと、(6)こうした変化が、高等教育のアクセス拡大、輸出産業としての高等

教育の振興、教育の地位回復といった政府の政策課題を質保証制度に結びつけ

るようになったことが明らかにされている。

第２章においては、伝統的な質保証制度と非大学セクターにおける質保証制

度の発展経緯を分析することで、教員による学問的文化の共有と教員の批判的

な態度を支える研究機会の確保が、同僚原理に基づく自律的な内部質保証シス

テムの前提条件と考えられることが明らかにされ、高等教育質保証制度の変遷

を目的及び利害関係者に着目して考察することで、①質保証システムの点検及

び②高等教育セクター内での情報共有、といった同僚原理に基づく目的に、③公

財政支出の説明責任及び④結果にもとづく財政支援による優れた教育の顕彰、

さらには⑤学生・雇用者等に対する情報提供、⑥政策課題への対応、と市場原理

に基づく目的が追加されていったことが明らかにされた。また、高等教育内に閉

じた制度から政府・財政支援機関との関係が強まり、さらに学生や雇用者等社会

に開かれたものとして利害関係者が拡がってきたことが明らかにされた。

第３章では、成績評価及び学士号の成績分類について質保証制度がもたらし

た結果が分析・考察されている。成績評価については、質保証取り組みの経験が

積み重ねられる中で、全学的な規程の整備と部局間のバラツキの是正が進む一



方、学生からは特に形式的なフィードバックに対して不満が多い。この背景には

負担軽減の流れの中で質保証制度がコンプライアンス重視となって同僚原理が

弱体化し、市場原理に基づいて導入された高等教育独立裁定機関（OIA）による

意義申し立て制度が、成績評価についてはコンプライアンス面からのみ学生の

異議申立を審査していることも影響している可能性が明らかとなった。次に、学

士号の成績分類については、第 1 級学士号の授与率が特に学生からの授業料徴

収が始まった 1990 年代後半から増加しており、1992 年以前からの大学群と

1992 年以降にポリテクから昇格した大学群を比較して、前者よりも後者の増加

率が大きいことを示している。いわゆる「成績インフレ」の背景には、学生が高

等教育財政の主な負担者となったことによる経営的な視点がある。高等教育の

コストを負担する学生の選択による高等教育機関間の競争を通じて質の向上を

図るという市場原理に基づく政府の政策が結果的に「成績インフレ」を生んだと

結論づけられている。

第４章においては、各高等教育利害関係者が質保証制度に何を求め、その成果

や課題についてどのように認識しているのか、独自の質問票調査をもとに分析、

考察した。その結果は次のとおりである。

(1)まず、①同僚原理に基づく質保証制度の「目的」と考えられる「教育の継続

的改善」、「優れた取り組みの普及」については、大学等執行部及び教員のみなら

ず、高等教育セクター以外の意見を反映していると考えられる PSRB を含めて

重要な目的と位置づけ、それぞれ一定の成果があったと考える傾向があること、

これに対して、②市場原理に基づく質保証制度の目的と考えられる「納税者に対

する説明責任」、「学生（志願者）の高等教育プログラム選択のための情報提供」、

「雇用者に対する情報提供」及び「高等教育公財政支出の合理性説明」について

は、PSRB を含めてあまり重要な目的と位置づけられておらず、大学等執行部及

び教員にはあまり成果がなかったと認識されていること、PSRB は、これらの目

的についても一定の成果があったと認識する傾向があること、また、③両原理に

共通する目的と考えられる「英国高等教育の評判の保護・向上」については、全

ての利害関係者から重要な目的と位置づけられるとともに、一定の成果があっ

たと認識されていること、が分かった。

(2)同様に、①同僚原理に基づく「質」と考えられる「高等教育機関の使命達

成」、「最低限の教育水準」、「教育水準の幅広い同等性」及び「学生の変容」は、

PSRB を含めて各利害関係者から制度的に保証すべき重要な「質」と考えられて

おり、それぞれ取り組みによって一定の効果があったと考える傾向があること、

これに対して、②市場原理に基づく「質」と考えられる「学生満足」、「雇用者満

足」及び「（学生や納税者にとっての）金銭的な価値」については、大学等執行

部及び教員はあまり保証すべき重要な「質」とは位置づけず、取り組みの効果も

あまりなかったと認識する傾向があること、他方、PSRB については、これらの

「質」についても保証すべきと考え、それぞれ一定の取り組み効果があったと認

識する傾向があること、が分かった。

(3)質を維持・向上させる上での重要な要素として、同僚原理を支持する「教

員の教授能力」は全カテゴリーの利害関係者の多くが大変重要と位置づけてい



るのに対し、市場原理を支持する「高等教育機関間の競争」については、大学等

執行部及び教員の中にも一定程度重要と考える者もあったが、全般的に重要性

の程度が低くなっていた。

(4)高等教育の質保証をめぐる懸念・課題のうち、①「監査文化が高等教育の

革新を阻害している」という懸念は、同僚原理の立場から市場原理を批判するも

のということができるが、大学等教員の多くがこのような懸念に同意している

のに対し、大学等執行部は、どちらかというと否定的な傾向が見られた。フィー

ドバックを含む成績評価の在り方をめぐる教員の不満が必ずしも執行部と共有

されていないことが、成績評価の改善にはつながらなかったものと考えられる。

②「成績インフレ」の懸念については、特に大学等教員で否定的な回答をする者

は皆無であり、学士号の成績分類において人為的な要因が働いて上位の成績比

率が上昇していることが裏付けられる結果となった。高等教育の多様化によっ

て同僚原理が機能しにくくなっていることと、学生からの授業料収入に依存す

る市場原理が成績インフレを助長していること、の双方が高等教育の水準保証

を困難にしている要因と考えられた。

(5)現在、高等教育の現状（成果）をめぐって政府が主張している懸念や課題に

は、「高等教育へのアクセスにおいて社会階層による格差が解消できていない」、

「教育の地位を研究と同様に向上させる必要がある」といった内容が含まれて

いる。政府は「目的適合性」という「質」の概念で、これらの政策課題を「質」

ととらえ、質保証制度を手段として課題解決を図ろうとの意図があるように思

われる。もし、これが事実であるとすれば、今後とも政策課題の変化に伴って質

保証制度も変革を迫られる可能性があり、高等教育セクター関係者はそうした

変革への対応に追われることになると推測されている。

 村田氏の研究においては、同僚原理と市場原理という対立軸を通じて、英国に

おける質保証制度の変遷が分析・考察されている。質保証制度において市場原理

的な要素が拡大してきた背景には、単に高等教育コスト分担関係の変化等によ

り市場原理が強化されただけではなく、同時に、教育内容・方法の多様化、教育

と研究の分離や高等教育セクター内部における執行部と教員の意思疎通の不足

などによる同僚原理の弱体化が生じていたことも明らかとされている。高等教

育が個人の成功や国家の繁栄に大きく寄与することを考えれば、質保証制度に

第三者の視点や参画といった市場原理は不可避である。しかし、質保証の第一義

的責任は高等教育提供機関自身であって、同僚原理に基づく自律的な内部質保

証システムの前提条件の教員による学問的文化の共有と教員の批判的な態度を

支える研究機会の確保を意識的に行っていくことが必要不可欠であるとも指摘

されている。


